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1. 概要 

本計算書は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針」にて設定している構造強度の設計方針に基づ

き，水圧制御ユニットが設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを説明するも

のである。 

水圧制御ユニットは，設計基準対象施設においてはＳクラス施設に，重大事故等対処設備に

おいては常設耐震重要重大事故防止設備に分類される。以下，設計基準対象施設及び重大事故

等対処設備としての構造強度評価を示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 構造計画 

水圧制御ユニットの構造計画を表 2－1に示す。
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表 2－1 構造計画 

計画の概要 
概略構造図 

基礎・支持構造 主体構造 

水圧制御ユニットのフレー

ムは，十分剛な支持架構に

取付ボルトにより固定され

ている。 

配管ユニット，スクラ

ム弁，セレクタ弁，ス

クラムパイロット弁，

端子箱，アキュムレー

タ，窒素容器，計装ユ

ニット等の水圧制御ユ

ニット構成部品がフレ

ームに固定された構

造。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R1 

2

（単位：ｍｍ）
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2.2 評価方針 

水圧制御ユニットの応力評価は，「Ⅴ-2-1-9 機能維持の基本方針 3.1 構造強度上の制限」

にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「2.1 構造計画」にて示す水圧

制御ユニットの部位を踏まえ「3. 評価部位」にて設定する箇所において，「4.4 解析モデル

及び諸元」及び「4.5 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用地震力による応力等が

許容限界内に収まることを，「4. 地震応答解析及び構造強度評価」にて示す方法にて確認す

ることで実施する。確認結果を「5. 評価結果」に示す。 

水圧制御ユニットの耐震評価フローを図 2－1 に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2－1 水圧制御ユニットの耐震評価フロー 
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解析モデル設定 

有限要素法モデルの作成 

固有値解析 

地震応答解析 

地震時における応力 

水圧制御ユニットの構造強度評価 

設計用地震力 
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2.3 適用基準 

   適用基準を以下に示す。 

(1)   原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編  ＪＥＡＧ４６０１・補－      

1984, ＪＥＡＧ４６０１-1987 及びＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（日本電気協会

電気技術基準調査委員会 昭和 59年 9月, 昭和 62 年 8 月及び平成 3 年 6月）  

(2)   発電用原子力設備規格（設計・建設規格（2005 年版 （2007 年追補版含む。 ） ） 

ＪＳＭＥ  Ｓ ＮＣ１－2005/2007) （日本機械学会  2007 年 9月）（以下「設計・建

設規格」という。） 
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2.4 記号の説明 

記 号 記 号 の 説 明 単 位 
Ａ 

Ａb 
ＣH 
ＣV 
Ｄo 
Ｄi 
Ｅ 
Ｆ  
Ｆ 
 

Ｆb 
Ｆx 
Ｆy 
Ｆz 
fｂ 

fｃ 
fｓ 

fｓｂ 
fｔ 

fｔｏ 
fｔｓ 
Ip 

Iy 
Iz 

ｉ 
 
k 

Ｍx 
Ｍy 
Ｍz 

ｍi 
Ｑb 

Ｓ 

Ｓｕ 

Ｓｙ 

フレームの断面積 
取付ボルトの軸断面積 
水平方向設計震度 
鉛直方向設計震度 
外径 
内径 
縦弾性係数 
設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 
Ｆ値を求める際において，設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-

3133に定める値 
取付ボルトに作用する引張力 
フレームの軸力（ｘ方向） 
フレームのせん断力（ｙ方向） 
フレームのせん断力（ｚ方向） 

フレームの許容曲げ応力 
フレームの許容圧縮応力 
フレームの許容せん断応力 
せん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 
フレームの許容引張応力 
引張力のみを受ける取付ボルトの許容引張応力 
引張力とせん断力を同時に受ける取付ボルトの許容引張応力 

フレームの断面二次極モーメント 
フレームの断面二次モーメント（ｙ軸） 
フレームの断面二次モーメント（ｚ軸） 
断面二次半径 
取付ボルト間の距離 
座屈長さ 
フレームのねじりモーメント（ｘ軸） 
フレームの曲げモーメント（ｙ軸） 
フレームの曲げモーメント（ｚ軸） 
荷重位置の質量（ｉ＝ａ，ｂ，ｃ，ｄ，ｅ） 
取付ボルトに作用するせん断力 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 5 に定める値 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 9 に定める値 
設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める値 

mm2 

mm2 

－ 
－ 
mm 

mm 

MPa 

MPa 

MPa 

 

N 

N 

N 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

mm4 

mm4 

mm4 

mm 

mm 

mm 

N･mm 

N･mm 

N･mm  

kg 

N 

MPa 

MPa 

MPa 

  

＊
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記 号 記 号 の 説 明 単 位 
Ｓｙ(ＲＴ) 

 
Ｘ，Ｙ，Ｚ 
ｘ，ｙ，ｚ 

Ｚp 

Ｚy 

Ｚz 

Λ 
λ 
ν 
σb 

σc 

σf 

σfa 
σt 
σtb 
τ 

τb 

設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表 8 に定める材料の 
40 ℃における値 
絶対（節点）座標軸 
局所（要素）座標軸 
フレームのねじり断面係数 
フレームの断面係数（ｙ軸） 
フレームの断面係数（ｚ軸） 
フレームの限界細長比 
フレームの有効細長比 
座屈に対する安全率 
フレームに生じる曲げ応力 
フレームに生じる圧縮応力 
フレームに生じる組合せ応力 
フレームに生じる引張応力又は圧縮応力と曲げ応力の和 
フレームに生じる引張応力 
取付ボルトに生じる引張応力 
フレームに生じるせん断応力 
取付ボルトに生じるせん断応力 

MPa 

 
－ 
－ 
mm3 

mm3 

mm3 

－ 
－ 
－ 
MPa  

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 

MPa 
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2.5 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6 桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2－2 に示すとおりとする。 

 

表 2－2 表示する数値の丸め方 

数値の種類 単位 処理桁 処理方法 表示桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4位 四捨五入 小数点以下第 3位 

震度 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

温度 ℃ ― ― 整数位＊1 

質量 kg ― ― 
整数位又は 

小数点以下第 1位 

長

さ 

下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1 

部材断面寸法 mm 
小数点以下第 2位 

又は第 3 位 
四捨五入 

小数点以下第 1位 

又は第 2 位 

面積 mm2 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

モーメント N･mm 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

力 N 有効数字 5桁目 四捨五入 有効数字 4桁＊2 

縦弾性係数 MPa 有効数字 4桁目 四捨五入 有効数字 3桁 

算出応力 MPa 小数点以下第 1位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1位 切捨て 整数位 

座屈の評価 ― 小数点以下第 3位 切上げ 小数点以下第 2位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

注 記＊2：絶対値が 1000 以上のときはべき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張強さ及び降伏 

点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1位を切り捨て，整数位までの値と 

する。 
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3. 評価部位 

水圧制御ユニットの耐震評価は，「4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法」に示す条件に

基づき，フレーム及び取付ボルトについて実施する。なお, 水圧制御ユニットは，構造物とし

て十分な剛性を有しており，支持構造物であるフレーム及び取付ボルトが健全であればスクラ

ム機能を維持できるため，フレーム及び取付ボルトを評価対象とする。水圧制御ユニットの耐

震評価部位については，表 2－1 の概略構造図に示す。 

 

4. 地震応答解析及び構造強度評価 

4.1 地震応答解析及び構造強度評価方法 

(1) 水圧制御ユニットのフレームは，十分剛な水圧制御ユニット支持架構に取付ボルトによ

り固定されるものとする。 

(2) 水圧制御ユニットの質量には，フレーム自身の質量のほか，配管ユニット，スクラム弁，

セレクタ弁，スクラムパイロット弁，端子箱，アキュムレータ，窒素容器，計装ユニッ

ト及びそれらに内包する水の質量を考慮する。 

(3) 地震力は，水圧制御ユニットに対して水平方向及び鉛直方向から個別に作用するものと

し，作用する荷重の算出において組み合わせるものとする。 

(4) 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

(5) 概略構造図を表 2－1に示す。 

 

4.2 荷重の組合せ及び許容応力 

4.2.1 荷重の組合せ及び許容応力状態 

水圧制御ユニットの荷重の組合せ及び許容応力状態のうち設計基準対象施設の評価に

用いるものを表 4－1 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－2に示す。 

 

4.2.2 許容応力 

水圧制御ユニットの許容応力を表 4－3に示す。 

 

4.2.3 使用材料の許容応力評価条件 

水圧制御ユニットの許容応力評価条件のうち設計基準対象施設の評価に用いるものを

表 4－4 に，重大事故等対処設備の評価に用いるものを表 4－5 示す。 
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表 4－1 荷重の組合せ及び許容応力状態（設計基準対象施設） 

施設区分 機器名称 耐震重要度分類 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御材駆動 

装置 
水圧制御ユニット Ｓ 

クラス２ 

支持構造物 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｄ* ⅢＡＳ 

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ ⅣＡＳ 

 

表 4－2 荷重の組合せ及び許容応力状態（重大事故等対処設備） 

施設区分 機器名称 設備分類＊1 機器等の区分 荷重の組合せ 許容応力状態 

計測制御系統

施設 

制御材駆動 

装置 
水圧制御ユニット 常設耐震/防止

重大事故等 

クラス２支持構造物

Ｄ＋ＰＤ＋ＭＤ＋Ｓｓ＊2 ⅣＡＳ 

Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ

ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとして 

ⅣＡＳの許容限界を

用いる。） 

注記 ＊1：「常設耐震／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備,「常設／防止」は常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故 

防止設備，「常設／緩和」は常設重大事故緩和設備を示す。 

      ＊2：「Ｄ＋ＰＳＡＤ＋ＭＳＡＤ＋Ｓｓ」の評価に包絡されるため，評価結果の記載を省略する。 
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表 4－3 許容応力（クラス２支持構造物及び重大事故等クラス 2支持構造物） 

許容応力状態 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等以外） 

許容限界＊1,＊2 

（ボルト等） 

一次応力 一次応力 

引張り せん断 引張り せん断 

ⅢＡＳ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 

ⅣＡＳ 

1.5・fｔ 1.5・fｓ 1.5・fｔ 1.5・fｓ 
ⅤＡＳ 

（ⅤＡＳとしてⅣＡＳの許容限界を用いる） 

注記 ＊1：応力の組合せが考えられる場合には，組合せ応力に対しても評価を行う。 

＊2：当該の応力が生じない場合，規格基準で省略可能とされている場合及び他の応力で代表可能である場合は評価を 

省略する。 

           

 

 

 

  
＊ ＊

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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表 4－4 使用材料の許容応力評価条件（設計基準対象施設） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

フレーム

周囲環境温度 ― 205 365 ― 

周囲環境温度 ― 241 394 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 ― 231 394 ― 

注記＊1：新ＪＩＳにおける STPG380 相当。 

＊2：新ＪＩＳにおける SS400 相当。 

表 4－5 使用材料の許容応力評価条件（重大事故等対処設備） 

評価部材 材料 
温度条件 

（℃） 

Ｓ 

(MPa) 

Ｓｙ 

(MPa) 

Ｓｕ 

(MPa)

Ｓｙ(ＲＴ)

(MPa)

フレーム

周囲環境温度 ― 189 357 ― 

周囲環境温度 ― 234 385 ― 

取付ボルト 周囲環境温度 ― 225 385 ― 

注記＊1：新ＪＩＳにおける STPG380 相当。 

＊2：新ＪＩＳにおける SS400 相当。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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4.3 解析モデル及び諸元 

水圧制御ユニットの解析モデルを図 4－1 に，解析モデルの概要を以下に示す。また，機器

の諸元を表 4－6に示す。 

(1) 図 4－1 中○内の数字は部材番号（要素番号），数字は節点番号を示す。

(2) 図 4－1 中の   は荷重位置を示し，ｍa，ｍbは  kg，ｍcは  kg，ｍdは

kg，ｍeは  kg であり，総質量は  kg である。 

(3) 図 4－1 中実線はフレーム部材，点線はフレーム部と荷重位置の質量ｍa～ｍeとを結ぶ

要素を示す。

(4) 拘束条件は，ＨＣＵフレーム下端と上端を固定（ボルトによる固定）とする。ＨＣＵ

フレーム中段をフレーム軸方向自由，フレーム軸直角方向固定（Ｕボルトによる固

定）とする。 

(5) 部材の応力算出に必要な機器要目を表 4－6に示す。

(6) 解析コードは，「ＳＡＰ－Ⅳ」を使用し，固有値及び荷重を求める。

なお，評価に用いる解析コードの検証及び妥当性確認等の概要については，「Ⅴ－5－3

計算機プログラム（解析コード）の概要 ・ＳＡＰ－Ⅳ」に示す。

表 4－6 機器諸元 

項目 記号 単位 入力値 

材質 － － 

－ － 

質量 ｍa kg 

ｍb kg 

ｍc kg 

ｍd kg 

ｍe kg 

温度条件 
Ｔ ℃ 

縦弾性係数 
Ｅ MPa 

ポアソン比 
ν － 

要素数 － 個 

節点数 － 個 
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図 4－1 水圧制御ユニット解析モデル（単位：mm） 
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表 4－7 部材の機器要目 

材料 

対象要素 ①―⑭ ⑮―⑰ ⑱―⑳ ― 

Ａ（mm2） 

Iy（mm4） 

Iz（mm4） 

Ip（mm4） 

Zy（mm3） 

Zz（mm3） 

Zp（mm3） 

断面形状（㎜）

Do＝ 

Di＝ 

 

4.4 固有周期 

固有値解析の結果を表 4－8に示す。 

1 次モードは水平方向に卓越し，固有周期が 0.05 秒以下であり，剛であることを確認し

た。また，鉛直方向は 2次モード以降で卓越し，固有周期は 0.05 秒以下であり剛であること

を確認した。 

表 4－8 固有値解析結果 

モード
固有周期 

(s) 
卓越方向 

1 次 0.009 水平 

a 

b

c

b

a

Do

Di

b 

a

N
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2
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4.5 設計用地震力 
評価に用いる設計用地震力を表 4－9 及び表 4－10 に示す。 
「弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度」及び「基準地震動Ｓｓ」による地震力は，「Ⅴ-2-1-

7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づく。 
 

表 4－9 設計用地震力（設計基準対象施設） 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であることを確認した。 

 
 

表 4－10 設計用地震力（重大事故等対処設備） 

注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であることを確認した。 

 
 

 
  

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋

EL. 20.3＊1
0.009

0.05

以下＊2
ＣH＝0.79 ＣV＝0.62 ＣH＝1.55 ＣV＝1.17

据付場所 

及び 

床面高さ 

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ

又は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向

設計震度

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向

設計震度

原子炉建屋

EL. 20.3＊1
0.009

0.05

以下＊2
― ― ＣH＝1.55 ＣV＝1.17
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4.6 計算方法 
4.6.1 応力の計算方法 

4.6.1.1 フレームの応力 

解析による計算で得られる各要素端での軸力Ｆx，せん断力Ｆy，Ｆz，ねじりモーメ

ントＭx及び曲げモーメントＭy，Ｍzより各応力を次のように求める。 

(1) 引張応力又は圧縮応力 

Ａ

|Ｆ|
＝σ

x
t                                                     (4.6.1.1.1) 

Ａ

|Ｆ|
-＝σ

x
c                                                  (4.6.1.1.2) 

(2) せん断応力 

2222

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|

Ａ

|Ｆ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ａ

|Ｆ|
＝Max

y

p

xzz

p

xy

，

τ       (4.6.1.1.3) 

(3) 曲げ応力 

鋼管の場合は， 

22

z

z

y

y
b

Ｚ

Ｍ

Ｚ

Ｍ
＝σ                                         (4.6.1.1.4) 

形鋼の場合は， 

z

z

y

y
b

Ｚ

|Ｍ|
＋

Ｚ

|Ｍ|
＝σ                                             (4.6.1.1.5) 

(4) 組合せ応力 

22＋3･σ＝σ faf                                             (4.6.1.1.6) 

ここで， 

b
x

fa ＋σ
Ａ

|Ｆ|
＝σ                                              (4.6.1.1.7)

N
T
2
 
補
③

 Ⅴ
-
2
-6
-
3
-2
-
1
 R
0
 



 

17 

4.6.1.2 取付ボルトの応力 

取付ボルトに生じる応力は，地震による引張応力とせん断応力について計算する。 

(1) ボルト取付要領 

水圧制御ユニットの取付ボルトの取付図を図 4－2に示す。 

 

 

 

図 4－2 取付ボルトの取付図 

 

(2) 引張応力 

取付ボルトに対する引張応力は，ボルトの軸方向引張力ＦyとモーメントＭzを考え，

これを保守的にボルトで受けるものとして計算する。 

a. 引張力 

||Ｍ
＋|Ｆ|＝Ｆ

z
yb                                              (4.6.1.2.1) 

b. 引張応力 

b

b
tb

Ａ

Ｆ
＝σ                                                     (4.6.1.2.2) 

(3) せん断応力 

a. せん断力 

2

2 |Ｍ|
＋

iＤ

|Ｍ|
＋|Ｆ|＋|Ｆ|＝Ｑ

yx
zxb                         (4.6.1.2.3) 

b. せん断応力 

b

b
b

Ａ2・

Ｑ
＝τ                                                  (4.6.1.2.4) 

x 

y 

z 

モーメントＭz 
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4.7 計算条件 

応力解析に用いる自重（水圧制御ユニット）及び荷重（地震荷重）は，本計算書の【水圧制

御ユニットの耐震性についての計算結果】の設計条件及び機器要目に示す。 

 

4.8 応力の評価 

4.8.1 フレームの応力評価 

(1) 4.6.1.1 項で求めた各応力が下表で定めた許容応力以下であること。ただし，許容組合

せ応力は fｔ以下であること。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 

基準地震動Ｓｓによる 

荷重との組合せの場合 

許容引張応力 

fｔ 
・1.5

1.5

Ｆ

 
・1.5

1.5

Ｆ

 

許容圧縮応力

fｃ 

STPG38 

 (λ≦Λ) 
・1.5

ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

 ・1.5
ν

Ｆ
・

Λ

λ
0.4・1

2

 

SS41 

(λ＞Λ) 
・1.5

λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

 ・1.5
λ

Λ
0.277・Ｆ・

2

許容せん断応力 

fｓ 
  

許容曲げ応力 

fｂ 
・1.5

1.5

Ｆ
 ・1.5

1.5

Ｆ
 

 

ただし， 

                                                          (4.8.1.1) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

                                                     (4.8.1.2) 

基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

0.6・Ｆ

・Ｅπ
Λ＝

2

                                                     (4.8.1.3) 

                                                  (4.8.1.4) 

  

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5
31.5・

Ｆ

i

k
＝λ

2

Λ

λ
・
3

2
ν＝1.5

N
T
2
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(2) 圧縮力と曲げモーメントを受ける部材の応力は次式を満足すること。 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff

 かつ 1≦
||－

t

ｃｂ σσ
f                                 (4.8.1.5) 

 

4.8.2 取付ボルトの応力評価 

4.6.1.2項で求めた取付ボルトの引張応力σtb は次式より求めた許容引張応力 fｔｓ以下

であること。ただし，fｔｏは下表によること。 

fｔｓ＝Min[1.4・fｔｏ－1.6・τb，fｔｏ]                              (4.8.2.1) 

 

せん断応力τbはせん断力のみを受ける取付ボルトの許容せん断応力 fｓｂ以下であるこ

と。ただし，fｓｂは下表による。 

 

 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震

度による荷重との組合せの場合 
基準地震動Ｓｓによる 
荷重との組合せの場合 

許容引張応力 
fｔｏ 

・1.5
2

Ｆ
 ・1.5

2

Ｆ
 

許容せん断応力

fｓｂ 
・1.5
31.5・

Ｆ
 ・1.5

31.5・

Ｆ
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5. 評価結果 

5.1 設計基準対象施設としての評価結果 

水圧制御ユニットの設計基準対象施設としての耐震評価結果を以下に示す。発生値は許容限

界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 

 

5.2 重大事故等対処設備としての評価結果 

水圧制御ユニットの重大事故等時の状態を考慮した場合の耐震評価結果を以下に示す。発生

値は許容限界を満足しており，設計用地震力に対して十分な構造強度を有していることを確認

した。 

(1) 構造強度評価結果 

構造強度評価の結果を次頁以降の表に示す。 
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【水圧制御ユニットの耐震性についての計算結果】 

1. 設計基準対象施設

1.1 設計条件 

機 器 名 称 
設計上の 

耐震重要度分類 

据付場所及び床面高さ

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は

静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 水平 

方向 

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット Ｓ 
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.009

0.05

以下＊2 ＣH＝0.79 ＣV＝0.62 ＣH＝1.55 ＣV＝1.17 － － 

 注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であることを確認した。 

1.2 機器要目 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 

Ｄi 

(mm) 

材料 
要素

番号
Ｅ 

(MPa) 

k 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν 

STPG38 
○8

○12

SS41 ○20

要素番号 

○8 ○10○12 ○20
Ａ(mm2) 

Ｚy(mm3) 

Ｚz(mm3) 

Ｚp(mm3) 

材料 

部材 材料 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム 
205 365 205 246 

241 394 241 276 

取付ボルト 231 394 231 276 

注記 ＊1：弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度による荷重との組合せの場合 

＊2：基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

Ｄi 
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1.3 計算数値 

1.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○8 10 

○10 10 

○12 12 

○20 20 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○8 10 

○10 10 

○12 12 

○20 20 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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1.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○14 14 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○13 13 

○14 14 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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1.4 結論 

1.4.1 応力 

(単位:MPa) 

部材 材料 応力 
弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ 

要素番号 節点番号 算出応力 許容応力 要素番号 節点番号 算出応力 許容応力

フレーム 

引張り ○12 12 σt ＝1 f t ＝205 ○12 12 σt ＝1 f t ＝246

圧縮 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝183 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝214

せん断 ○10 10 τ  ＝1 f s ＝118 ○10 10 τ  ＝2 f s ＝142

曲げ ○8 10 σb ＝2 f b ＝205 ○8 10 σb ＝3 f b ＝246

組合せ ○8 10 σf ＝2 f t ＝205 ○8 10 σf ＝3 f t ＝246

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○8 10 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

○8 10 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.01（無次元） 0.01（無次元） 

引張り ○20 20 σt ＝2 f t ＝241 ○20 20 σt ＝4 f t ＝276

圧縮 ○20 20 σc ＝2＊1 f c ＝43 ○20 20 σc ＝4＊1 f c ＝43

せん断 ○20 20 τ  ＝6 f s ＝139 ○20 20 τ  ＝9 f s ＝159

曲げ ○20 20 σb ＝40 f b ＝241 ○20 20 σb ＝69 f b ＝276

組合せ ○20 20 σf ＝43 f t ＝241 ○20 20 σf ＝74 f t ＝276

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○20 20 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

○20 20 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.22（無次元） 0.34（無次元） 

取付ボルト 
引張り ○14 14 σtb＝1 f ts＝173＊2 ○13 13 σtb＝1 f ts＝207＊2

せん断 ○14 14 τb ＝1 f sb＝133 ○14 14 τb ＝1 f sb＝159

すべて許容応力以下である。 注記 ＊1：絶対値を記載 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

かつ かつ

かつ かつ
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2. 重大事故等対処設備

2.1 設計条件 

機 器 名 称 設 備 分 類 
据付場所及び床面高さ

(m) 

固有周期 

(ｓ) 

弾性設計用地震動Ｓｄ又

は静的震度 
基準地震動Ｓｓ 

最高使用圧力

(MPa) 

最高使用温度

(℃) 

周囲環境温度

(℃) 水平

方向

鉛直 

方向 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水平方向 

設計震度 

鉛直方向 

設計震度 

水圧制御ユニット －(Ｓｓ) 
原子炉建屋 

EL. 20.3＊1 
0.009

0.05

以下＊2
－ － ＣH＝1.55 ＣV＝1.17 － － 

 注記 ＊1：基準床レベルを示す。 

＊2：固有値解析より 0.05 秒以下であることを確認した。 

2.2 機器要目 

(mm) 

Ａb 

(mm2) 

Ｄi 

(mm) 

材料 
要素

番号
Ｅ 

(MPa) 

k 

(mm) 

ｉ 

(mm) 
λ Λ ν 

STPG38 
○8

○12

SS41 ○20

要素番号 

○8 ○10○12 ○20
Ａ(mm2) 

Ｚy(mm3) 

Ｚz(mm3) 

Ｚp(mm3) 

材料 

部材 材料 
Ｓy 

(MPa) 

Ｓu 

(MPa) 

Ｆ 

(MPa) 

Ｆ ＊

(MPa) 

フレーム 
189 357 － 227 

234 385 － 270 

取付ボルト 225 385 － 270 

注記 ＊：基準地震動Ｓｓによる荷重との組合せの場合 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 

Ｄi 
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2.3 計算数値 

2.3.1 フレームの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○8 10 

○10 10 

○12 12 

○20 20 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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2.3.2 取付ボルトの荷重及びモーメント 

要素 

番号 

節点 

番号 

基準地震動Ｓｓ 

フレームの荷重 フレームのモーメント 

Ｆx

(N) 

Ｆy

(N) 

Ｆz

(N) 

Ｍx

(N･mm) 

Ｍy

(N･mm) 

Ｍz

(N･mm) 

○13 13 

○14 14 

注：添え字ｘ，ｙ，ｚは要素に与えられた座標軸で，ｘ軸は常に要素の長手方向にとる。 

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0 
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2.4 結論 

2.4.1 応力

(単位:MPa) 

部材 材料 応力 
基準地震動Ｓｓ 

要素番号 節点番号 算出応力 許容応力

フレーム 

引張り ○12 12 σt ＝1 f t ＝227

圧縮 ○12 12 σc ＝1＊1 f c ＝200

せん断 ○10 10 τ  ＝2 f s ＝131

曲げ ○8 10 σb ＝3 f b ＝227

組合せ ○8 10 σf ＝3 f t ＝227

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○8 10 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.02（無次元） 

引張り ○20 20 σt ＝4 f t ＝270

圧縮 ○20 20 σc ＝4＊1 f c ＝43

せん断 ○20 20 τ  ＝9 f s ＝155

曲げ ○20 20 σb ＝69 f b ＝270

組合せ ○20 20 σf ＝74 f t ＝270

圧縮と曲げの

組合せ 

(座屈の評価)
○20 20 

1≦
|

ｂ

ｂ

ｃ

ｃ σ＋σ|
ff 1≦

|

t

ｃ－ｂ σ|σ
f

0.34（無次元） 

取付ボルト 
引張り ○13 13 σtb＝1 f ts＝202＊2

せん断 ○14 14 τb ＝1 f sb＝155

すべて許容応力以下である。   注記 ＊1：絶対値を記載 

＊2：ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τｂ， ƒｔｏ]より算出

NT2 補③ Ⅴ-2-6-3-2-1 R0E 

かつ

かつ




